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5１．図書館と教育のはざまにあるもの
　私が法政大学に赴任したのは 1996 年だが、当初は
教職課程に配属され、担当は教育方法であった。前任
者は生活指導論で著名な白井慎先生だった。当時は全
国的に教職課程に情報教育分野の教員が必要となった
時期であり、私のような純然たる教育工学者ではない
情報教育研究者は稀有な存在だったのだろう。まさに
ある日突然、いろいろな大学から声がかかったことに
驚いた記憶がある。こうして私は教職課程担当教員と
して法政大学に来たのである。
　ところが、1999 年から突然図書館司書課程を担当
することになった。それまで図書館司書課程を担当さ
れていた小川徹先生が退任され、急きょその後を引き
継ぐことになったのである。当時、法政大学は学部の
改組転換が進行中であり、当時教職課程の教員が在籍
していた文学部教育学科についても、さまざまな改組
転換計画が話し合われている最中であったため、すぐ
に後任人事を進めることができない事情があった。覚
えているのは、高野先生から君が一番図書館に近いか
らやったらどうかといわれたことである。
　それでも教職課程の教員が司書課程担当を引き受け
るということは一般的には考えにくいことだろう。も
ちろん引き受けないという選択肢もあったのだが、当
時「学校図書館」に関心を持っていたこともあり、あ
えて引き受けることにしたのである。とはいえ、教職
課程と司書課程、同じ教育分野でありながら、その文
化はかなり異なっている。
　当時、「学校図書館研究会」ニュースレターに次のよ
うなコラムを書いている。
　昨年まで教職課程の担当だったのに、今年度から図書
館司書資格課程の担当になってしまった。これはまった
く大学側の都合で、すすんでこうなったわけではない。
今まで学校の情報教育を中心に研究してきたが、突然図
書館をやれといわれて、おたおたしているというのが実
態なのだ。そのような状態で「図書館情報学概論」をや
らなければならないのだから授業を受ける学生もかわい
そうというものである。
　僕が学生時代に受けた図書館関連の授業はひどくつま
らないものだった。大人数だったこともあるが、先生が
とうとうとしゃべるだけで学生はみんなまじめに聞いて
はいなかった。
　そこで授業を担当するに当たって、「教える」ことを
はじめから放棄することにした。学生たちをグループに
分け、教科書を分担し、レポートを作らせて発表させた。
ただし教科書をそのまままとめただけでは中身が薄っぺ
らなので、問題点や疑問点をグループで出し合い、それ
を図書館に行って調べてくることを課した。１年生が多
かったこともあり、授業の最初はもっぱらレポートのま
とめ方や発表の仕方を教えることにした。さらに僕自身
が見本を作ってその発表もやってみせた。
　どうなるのかとても心配だったが、杞憂だったようだ。
想像以上に学生たちはいいレポートを作ってきた。発表
に対する評価も学生たちに書かせて、それを発表グルー
プに還元したこともよかったのかもしれない。図書館の
ことを図書館で調べるという科目の特性上、図書館の実
態や問題点を肌身で感じた様子も発表を通してありあり
と伝わってきたのである。レポートを元に大学の懸賞論
文を書こうという学生や自治体の図書館協議会の委員に
なったという学生まで現れた。
　教師はすべてのことを知っている人間でないといけな
いと考える必要はない。大事なのは、「教える」ことで
はなく、「学ぶ」方法をアドバイスすることである。実
際、僕は教えないために楽ができたわけではなく、学生
たちの調べ方やレポートの作り方の質問に答えるために
個々の学生との対応の時間がどんどん増えていったので
ある。
　こんな逸話があった。図書館協議会の委員になった学
生が、会議の場で「図書館利用者教育」について質問し
たところ、図書館の職員に開口一番「私は、教育は嫌い
です」と一言いわれて何もいえなくなってしまったとい
うのである。まさにその日の授業のテーマは「利用者教
育」であった。この日の授業がこの問題を巡って議論に
なったことはいうまでもない。結論からいえば、問われ
なくなはならないのは「利用者教育」ではなく、この図
書館職員の「教育」観そのものではなかろうか。「教育」
とは「学び」の援助なのだとしたら、むしろ図書館司書
の仕事は「教育」そのものであるといえるからである。
　このコラムには、教職課程から司書課程に担当替え
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6になったばかりの私が、教育という用語を使いたがら
ない図書館界に戸惑っている様子が垣間見られる。も
ちろん、私は「教える」のではなく、「学ぶ」ことが
大事だという主張をしているのだが、さすがに「教育」
ではなく「サービス」だといっているわけではない。
　図書館の「教育」観をめぐる問題は、2002 年にニュー
ヨーク市に一年間滞在したことで、ますます大きな課
題として意識されるようになった。ニューヨークの公
立図書館はたくさんの分館があるが、その多くが広い
意味での教育機能を持っていることを実感したからで
ある。図書館の二階に上がると、英語の読み書きので
きない市民向けの識字教育講座が開かれていた。図書
館が同時に識字教育機関である現実を目の当たりにす
ることができたのである。
２．変化する社会への対応と図書館
　日本図書館協会図書館利用教育委員会は 1998 年に
学校図書館と大学図書館、専門図書館の「図書館利用
教育ガイドライン」を出しているが、翌年に出された
公共図書館版のタイトルは「図書館利用支援ガイドラ
イン」となっており、「教育」が消えている。そのいき
さつがガイドラインの中に次のように書かれている。
　「原案では公共図書館界における合意形成が難しいと
の意見が付されたため、さらに関係者との討議が継続
された。その結果、常務理事会の提案に従いガイドラ
インの名称から教育という言葉を省き、支援に改めた。」
「その間、生涯学習審議会図書館専門委員会の報告が出
され、地域住民の情報活用能力の育成支援が公共図書
館の新しい役割として位置づけられるなど、新しい動
向があったので、これも取り入れつつ、現在の内容へ
とまとめられた。」
　この短い文章の中に端的に示されているように、図
書館界は「教育」という言葉を使いたがらない傾向が
強いが、社会の変化は生涯学習の場としての図書館に
「教育」を要求する。文科省は 2001 年に「公立図書館
の設置及び運営上の望ましい基準」を公表したが、そ
の中には市町村立図書館に対して「住民の情報活用能
力の向上を支援するため、講座等学習機会の提供に努
めるものとする」、都道府県立図書館に対して「図書館
以外の社会教育施設や学校とも連携しながら、広域的
な観点に立って住民の学習活動を支援する機能の充実
に努めるものとする」と書かれている。
　さらに 2006 年に出された「これからの図書館像地
域を支える情報拠点をめざして」の中には、「インター
ネットの利用機会や活用能力には相当の格差があり、
その是正を図るため、公共機関や、利用機会の提供や
情報リテラシー教育を行うことが必要」と書かれてい
る。この文章に出てくる「情報リテラシー」こそが、
今日の生涯学習社会における図書館の教育的役割を説
明するキーワードである。「情報リテラシー」は 1989
年にアメリカ図書館協会が出した報告書では「情報が
必要なとき、それを認識し、効果的に発見、評価、活
用する能力」とされた。その十年後の 1998 年には同
協会から情報リテラシー基準が発表され、世界中に広
がった。当然のことながら、日本の図書館界にも影響
をもたらした。先ほどあげた図書館協会の「図書館利
用教育ガイドライン」もそのような背景のもとに作ら
れたものである。
　ニューヨーク市の教育委員会学校図書館担当者にイ
ンタビューをしたことがあったが、ニューヨーク市で
は、情報リテラシーではなく、情報フルーエンシーと
いう用語を使う。一般に情報リテラシーは、学校教育
の中で探究する力として理解されるが、情報フルーエ
ンシーは、学校だけではなく、日常生活全般で情報を
活用する力をいう。つまりより幅広い概念なのである。
どちらにしても、欧米では情報に関する能力概念は図
書館を中心にして形成されてきたことがよくわかる。
一方、日本では司書が専門職として十分確立されてい
ないこともあり、図書館が情報リテラシー教育を担う
という発想は希薄だった。学校図書館であっても事情
は変わらなかった。
　しかし、平成 20(2008) 年度に改訂された新学習指
導要領から、学習活動における学校図書館の位置づけ
が徐々に変わり始めていった。小学校学習指導要領第
1 章総則には「学校図書館を計画的に利用しその機能
の活用を図り、児童の主体的、意欲的な学習活動や読
書活動を充実すること」と書かれ、学校図書館は読書
指導だけではなく、学校教育全体の学習指導に及ぶ学
習・情報センターとしての役割を期待されるようになっ
た。
　平成 26(2014) 年 3 月に文科省「学校図書館担当職
員の役割及びその資質の向上に関する調査研究協力者
会議」報告書には、このような学校図書館の機能を、
次のようにより明確に書かれている。「探究的な学習に
おいては、学校図書館を利活用した学習を通じて、例
えば、情報の収集・選択の方法、要約の仕方、レポー
トや新聞へのまとめ方、発表の仕方といった情報を活
用するための技能を育成することも重要である。この
力は総合的な学習の時間にとどまらず、各教科等にお
いて、例えば、あるテーマについてプレゼンテーショ
ンを行うといった言語活動を展開する際にも学習を支
える力となる。」 　学校図書館の運営に当たっては、司
書教諭と学校図書館担当職員の二職種があり、これに
ついては「教育指導に関する専門的知識等を有する司
書教諭がその立案・取りまとめに従事し、学校図書館
担当職員は，図書館資料とその利活用に関する専門的
知識等に基づき、必要な支援を行うという形態が想定
されるが、実際には両者は協働して当たることが求め
られる」と書かれている。
　このような学校図書館の役割の変化に伴い、平成 26
7年 6 月 20 日、「学校図書館法」が改正 (2015 年 4 月 1
日施行 ) され、新たに付け加えられた第６条に「専ら
学校図書館の職務に従事する職員 ( 次項において「学
校司書」という。) を置くよう努めなければならない」
と明記されたのである。
　一方、世界的に見れば、ユネスコが図書館界の情報
リテラシー概念とメディア・リテラシー概念を統合し、
新たな拡張されたリテラシーとして定義し、図書館の
役割をメディア情報リテラシー教育の中に位置づけた
ことも忘れてはならないだろう。ユネスコは 2011 年
に教職員用メディア情報リテラシー・カリキュラムを
公表した。この中で、図書館はメディア、インターネッ
ト、博物館、デジタル・アーカイブ等と並び、問題解
決にもちいる多様な情報源の一つとして位置付けられ
ている。ユネスコのメディア情報リテラシー概念は、
学校図書館のみに適用されるものではなく、公共図書
館を含んだ広範囲の情報源を指しており、それはメディ
ア情報リテラシーを身につけた市民こそが全地球的(グ
ローバル ) な民主主義社会を形成することができると
いうユネスコの信念に基づくものである。
　ICT の急速な普及がもたらした社会の全地球的 ( グ
ローバル ) 化は必然的に、教育のあり方や多様な生涯
学習施設の役割に変化を求める。とりわけ公共図書館
は、他の生涯学習施設と同様に学校教育の恩恵を十分
に受けることのできない高齢者や在日外国人のための
学習施設として大きな期待がされることになる。これ
まで図書館が市民のために積極的に学習機会を提供す
るという発想はなく、もっぱらサービスという発想に
とどめられていたが、これからは他の生涯学習施設と
同様に、より社会教育機関としての機能が求められる
だろう。
３．新たな公共図書館像の模索
　私は東京都北区の「区民ととともに歩む図書館委員
会」運営委員長を 6 年ほど務めてきた。この委員会は
図書館協議会とは異なり、教育委員会直属の組織であ
り、しかも委員の半数は図書館職員という文字通り区
民と職員との協働の場である。この制度は、指定管理
者制度導入によって、ますますサービス機関化しつつ
ある図書館の在り方を区民自身が図書館運営に直接か
かわる試みとして、中央図書館の建て替えに合わせて
区民が主導して作ってきたものである。
　これまでこの委員会が中心的に取り組んできたのは、
図書館になかなかくる機会のない潜在的利用者である
高齢者や障がい者の要求をどのように図書館運営に反
映させるかということであった。最初にこの問題を委
員会に提案したのは、私が委員長になった第二期の委
員会の視覚障がいをもった委員からの指摘であった。
委員会ではその意見を取り入れた報告書を作成し、本
委員会の中心課題の一つに据えたのである。
　図書館自身が自己評価をしようとすると、往々にし
て利用者を対象にした評価になりがちであるが、区民
にとっては、図書館利用者は区民の一部でしかなく、
図書館を使っていない区民の中に潜在的なニューズや
学習要求が重要なのである。
　もう一つの課題は、学校図書館の改革であった。公
共図書館だけを議論の対象にすると、なかなか見えて
こない学校図書館の課題も、学校現場の教職員が委員
として加わることで、報告書に盛り込むことができる。
委員会では、島根県の学校図書館改革の事例を参考に、
北区の学校図書館改革の重要性を論議し、提案を教育
委員会に提出することができた。
　急激に変化する地域社会に対応するためには、既存
の図書館のかたちにとらわれず、より広い視点から新
たな可能性を絶えず創造していく必要がある。そのた
めの仕掛けが必要なのである。たとえば、地域の情報
源は図書館以外にもコミュニティ FM やそしてそれら
は絶えず市民による社会的評価にさらされなくてはな
らない。可能性の創造と市民による社会的評価は図書
館運営の両輪であり、そのどちらが欠けても図書館の
改革を進めていくことはできない。
　2015 年の年が明けて早々、浦安市立図書館で「ユ
ネスコのめざすメディア情報リテラシーと図書館」と
いうテーマで講演を行った。テーマが堅いこともあり、
何人集まるのか不安であったが、50 人程度の会議室が
満員となった。ユネスコのメディア情報リテラシーの
考え方に続いて、メディア・リテラシーに関する実践
やワークショップの内容を紹介したが、終了後の感想
には図書館でワークショップを開催してほしいという
意見が数多く見られた。この結果を受けて、図書館側
もワークショップの開催を行う方向で準備を進めてい
る。
　このことは予期していたわけではなく、たまたまそ
うなっただけなのだが、図書館でメディア情報リテラ
シーのワークショップを開催するというアイデアが、
このような形で生まれたことは時宜にかなったことで
あるといえるだろう。つまり、潜在的なニーズがこの
ような形になって表れたのだと思われる。
　同じことは学校図書館の現場でも起こりつつある。
昨年 8 月に日本図書館協会学校図書館部会夏季研修で
も同じ趣旨の講演を行ったが、その後、全国各地での
ワークショップの依頼があった。学校図書館司書がこ
れまでの情報リテラシー中心の学習支援から、さらに
メディア・リテラシーを組み込んだメディア情報リテ
ラシーの視点を持った学習支援能力を身につけること
が、新しい学校図書館像の構築に結びつくと考えられ
る。
　例えば、私が指摘した一つの観点は「世界の窓とし
ての学校図書館」であった。これまでならば、世界の
図書館資料の検索が可能になるという発想にとどまっ
8ていたが、ここでいう窓は文字通り、世界中の図書館
とネットで接続し、互いに映像で対話できる機能を意
味している。ICT によって図書館は全地球的 ( グローバ
ル ) な図書館ネットワークの一部とならなくてはなら
ない。それが全地球的 ( グローバル ) なシティズンシッ
プ形成のために図書館が担うべき新たな機能となるだ
ろう。
４．図書館司書課程の新たな任務
　大学の図書館司書課程もまたこのような新たな図書
館像の構想に連動しながら、変化することが求められ
るだろう。そのために戦略的にとるべき道は、ユネス
コとの協調である。法政大学は 2014 年 9 月に、ユネ
スコのメディア情報リテラシー大学ネットワークに加
盟し、ユネスコから本プログラムの専門官アルトン・
グリズィール氏らを招いた国際シンポジウムを開催し
た。これに合わせて、法政大学はスーパ ・ーグローバル・
ユニバーティティの一環として、全キャンパスに新科
目「メディア情報リテラシー入門」を設置する方向で
準備を進めている。この科目は教職課程の選択科目と
しても履修が可能となる予定だが、当然のことながら、
図書館のみならず、学芸員、社会教育主事課程を履修
する学生にとっても大事な科目となるだろう。
　図書館司書課程では、すでに私の「図書館演習」で
この課題を取り入れた授業を展開しはじめている。ユ
ネスコのカリキュラムを活用しながら、新しい図書館
と図書館司書のかたちを学生とともに創造する試みで
ある。そしてこれは図書館司書の新しい専門性を開拓
する試みでもある。
　ユネスコのメディア情報リテラシー・プログラムに
はデジタル・アーカイブの重要性についても触れられ
ている。発展途上国を中心に、失われつつある資料の
デジタル化は世界的な文化遺産保護のためにも欠かせ
ない活動だと考えられている。一方、日本でも 2012
年に半官半民団体として「文化資源戦略会議」が設立
され、2014 年には、国立デジタルアーカイブ・センター
の設立、人材の育成、文化資源デジタル・アーカイブ
のオープンデータ化、著作権・所有権・肖像権などの
権利者不明作品問題の解決などを求めた「アーカイブ
立国宣言」が出された。そして高度文化資源専門職と
して「（仮称）文化資源コーディネーター」の創設を提
言する。同提言には次のように書かれている。
文化芸術分野の知見、作品の収集・保存・修復・公開の
技能、そして必要な法律知識を適切に備えたアーキビス
トの育成を中心に、デジタルアーカイブを支える人的基
盤を整備する。
文化資源をアーカイブ化し、活用するためには、それを
担う人材を欠かすことができない。博物館、図書館、文
書館など既存の文化資源機関では、学芸員や司書、アー
キビストがその役割を担っているが、デジタル化を進め
るための知識や技能は充分とは言い難い。「アーカイブ
立国」実現のためには、新たな担い手、専門人材の育成
に取組まなければならない。そのためには、高度文化資
源専門職の養成制度を創設する必要がある。( 福井健策・
吉見俊哉監修『アーカイブ立国宣言』2014、)
　このように、デジタル技術がもたらす大きな社会変
化の波が既存の社会教育資格課程の枠組みにも大きな
影響をもたらすことは間違いない。司書課程もこのよ
うな変化を機敏にとらえ、変化に対応できる司書の養
成が不可避であろう。しかし、先に述べたように、ユ
ネスコのメディア情報リテラシー政策にとって、デジ
タル・アーカイブはメディア情報リテラシーを身につ
けた市民が図書館と同様に活用し、民主主義社会の構
築に貢献するための情報源として位置づいていること
を忘れてはならない。このような理念のもとで、デジ
タル・アーカイブの社会的価値が明確なものとなり、
同時に、日本がユネスコを通じて世界に貢献する道も
開けるだろう。
